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1、はじめに 

ＮＰＯの登記が完了し、活動が展開されつつありま

す。当研究会の設立目的は、「技術立脚型経営の有

り方と実践方法に関する、調査、研究事業、研修事業

と広報事業を行い、わが国の経済産業社会の活性

化・発展に寄与する」とあります。これまで、許斐先生

が大学で長年に亘って研究していらっしゃった技術立

脚型経営をベースにセミナーが実施されて参りました

が、ＮＰＯのスタートにあたり、キーワードの定義を明

確にすることを提案いたします。 

 

2、技術立脚型経営研究会の目指す経営の姿 

 当研究会の目指す経営のあるべき姿をきちんと定義

したい。戦後松下幸之助らによって説かれた経営の

有るべき姿は、「企業の目的は社会の進歩発展に寄

与する製品・システム・サービスを適正価格で提供し、

雇用を維持拡大するとともに税金を納め社会インフラ

の向上に協力することである。」であった。 

 二十世紀末から米国で起こった金融工学は、株主

価値重視の経営「企業は株主のものであり、経営者は

株式の価値が最大になるように経営をするべし。」とい

う経営の考えが力を得て、これがグローバルスタンダ

ードに成りつつある。どちらの経営を目指すかによっ

て技術の育て方や使い方が異なってくる。我々が目

指す姿を明確にして技術立脚型経営を指導したい。 

 

3、経営における技術の役割 

 経営における技術の役割は、企業目的を達成する

ための手段の一つである。どの産業であれ、製品・シ

ステム・サービスを提供して商売をするのであ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れば、其処には何らかの技術が必要であり、競争を有

利にするためには、有力な技術を知的財産として保

護することが自社の強みを増すことになる。い 

わゆる、丸島氏の提唱する、事業、技術と知的財産の

三位一体経営が、自社の事業を守る重要な戦略にな

る。自社の事業を成長発展させるには付加価値の高

い、顧客から見て魅力的な機能や品質を提供してくれ

る固有技術が不可欠でこれを効率よく開発し、特許と

して権利を取得することが技術立脚型経営の基本で

ある。 

 従って企業は利潤の中から、自社の事業を保護する

将来技術の研究開発に先行投資を継続して行わなく

てはならない。 

 

4、産業の成長曲線と技術の活用 

 人はこの世に生まれてから、体が成長し、成人となっ

て成熟し、やがて老齢化して死を迎える。企業活動も

人と同じように、新しく誕生し、成長し、成熟して、最後

は衰退する。 

人は成長するにつれて好みが変化するが、これと同

様に産業の創成期、成長期、成熟期と衰退期によっ

て企業業績に寄与する技術も変わってくる。 

4－1、新産業創成期 

 新しい産業の芽は、三つある。原丈人氏が提唱して

いる、コアテクノロジー、アプリケーションテクノロジーと

テクノロジーサービスである。具体例で言えばワットが

発明した内燃機関がコアテクノロジー、これを応用して

開発された自動車、汽車、蒸気汽船、航空機、オート

バイなどはアプリケーションテクノロジー。自動車を使

ったタクシー、観光バス、レンタカー、市バス、貸し駐

車場、ガソリンスタンド、自動車販売などはテクノロジ

ーサービスの新産業になる。 
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 技術立脚型経営研究会設立－	
 
 

２０１１年２月１７日本研究会は設立し、約半年間の活動を進めて参りました。本会の広報事業として

活動に関する会報の発行を行い、みなさまのご理解とご参加をお願いしてまいりたいと考えます。 

今回その創刊にあたり、理事・監事の各位より本研究会に対する思いと抱負を語っていただきます。 

  

 

 技術立脚型経営とは	
 

 



	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
 

Japan	
 Center	
 for  Technology  Management      2	
 	
  
 

4－1－1 コアテクノロジー開発 

 

4－1－2 アプリケーションテクノロジー開発 

 

4－1－3 テクノロジーサービス開発 

 

4－2、産業成長期 

 産業の成長期は持続的イノベーション開発が求めら

れ、既存商品の改良モデルの開発と生産コスト低減

の設計と生産技術の開発が重点になる。戦後欧米と

の競争で日本が得意としたＭＯＴの分野である。 

4－3、産業成熟期 

 産業の成熟期には、市場の占有率を如何に大きく

するかがポイントになり、競業企業の買収やトータルの

サプライチェーンの改革、ブランドマネージメント、知

財権を活用し競業の排除やロイヤリテイ収入により収

益性を向上するなどが経営の重点となる。 

4－4、産業衰退期 

 この時期は、市場を独占して残存者利益を獲得する

か、事業を売却するかが経営の重点となる。前者の代

表例は、ビデオテープレコーダで市場の七割の生産

を占め高収益を上げた船井電機がある。ＯＥＭに徹し、

知的財産のリスクはＯＥＭ先に持たせ、多品種大量生

産を受注から生産、出荷までを短納期で実現する、製

品開発の仕組み、生産システム（船井式生産システム）

の構築、コストの安いアジア人を管理する独特の手法

などを確立し事業を成功させた。 

 

5、企業統廃合と再生における技術の活用 

 許斐先生が長年欧州企業の研修をなさり、レポート

されているヘキスト、バスフなどの技術をコアにして企

業の分割再生を行った事例が代表例である。日本で

はこの分野の実務がまだまだ未成熟である。 

6、想定外の経営環境変化が生じたときのリスク対策 

今回の東日本震災と福島原発事故は、この良い事例

であり、当研究会の研究テータとして深堀をしたい。 

7、まとめ 

 大変雑駁に技術と経営のかかわりについて分類整

理してみました。工事中のところは、理事の皆様と議

論しながら加筆したく思います。当セミナーで受講生

に技術立脚型経営を教えるには、此処て提案してい

るような経営のあるべき姿、これを実現するための産

業の成長曲線と各フェーズにおける技術の使い方な

どを基礎講座で教えた上で応用講座として企業の事

例の紹介を外部講師にお願いし受講生の総合討論を

させると受講生の理解と吸収度が高まると考えますが

いかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                     

 

 

 

 

 

技術を基盤にした経営を、本組織では“技術立脚型

経営”と呼んでいますが、通常、経営戦略という課題

で扱う事業成功の諸論理を超える叡智が求められま

す。その理由は、技術の企業経営における諸特性に

依存しています。 

第一に、技術は人、金、物、情報などに並んで経営資

源である。(経営資源性) 

第二に、技術は、それを供与することで対価を得ること

ができる。（製品価値性） 

第三に、技術は、それを構成する製品に競争優位性

を付与することができる。（競争優位性） 

そして第四に、技術を広く公開することで事業基盤を

形成することができる。（事業基盤性） 

技術が持つこのような多様な根源的特性は、技術を

経営に生かす、つまり技術のマネジメントには欠かせ

ない要件で、技術が持つ階層性や多元性を熟知する

ことは、技術を企業経営の基盤に据えた企業に於い

ては特段に重要な基本的叡智である、と考えていま

す。 

本組織は、８年間に及ぶ実務家と研究者と討議を重

ねてきた交流と研究活動をベースに、技術立脚型経

営の在るべき姿を探求することを目標にして設立した

のですが、先ずはその解析の概要を、技術の諸特性

との関係を切り口として、簡単に紹介しておきます。 

・μプロセッサー：世界最大のメーカであるインテル

を育てμプロセッサーへ傾注させたのは小型電子計

算機であり時計であったが、その走りの製品は日本電

子計算とセイコーの半導体集約化の要請を引き金に

起こった技術革新であった。しかしその後の PC 化へ

の流れには追従できず、“事実上の世界標準”となっ

た WINTEL には結果的に適わなかった。 

・D-RAM：半導体では微細化に関する技術マップの

延長線上に次世代の技術仕様を先導する競争が継

続してきていたが、電子の井戸を多層化する高エネル

ギーイオン注入機の導入に躊躇したのを契機に世界

市場を先導的に取り込み果敢に投資を断行した三星

電子やマイクロンに市場を奪われ、日本企業は撤退

の余儀なきに至った。また新技術への取り組みの遅れ

ただけではなく、設備投資に躊躇し、支配してきてい

た市場を放棄したことは事業面から観て致命傷であっ

た。それは技術が持つ“市場拡張性”を評価できなか

技術の多元性と階層性	
 

理事長	
 許斐義信	
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ったという課題でもあった。 

・ケイタイ：通信機器では ATM 交換機で一旦は世界

を制覇したが、軍事技術の民営化で通信の技術ドメイ

ンの変革を取り込めず、インターネットで後塵を拝した。

また無線通信でも、インターネット接続を含む世界が

羨む程の技術革新を先導しながら、世界市場へ飛躍

する機会を逃した。特に第三世代ケイタイでは、技術

の国際標準化に成功し技術面で主導権を握った米国

クアルコムの“技術プラットフォーム”に依存せざるを得

なくなり、コア技術の開発さえ放念せざるを得ない事

態に陥り、事業的に混迷状態が継続している。 

・液晶：30 年間以上も先行していた液晶の技術開発と

事業展開の経験を持ちながら、TV への応用という市

場変革期に、設備投資に躊躇、デバイスとしての市場

化を放棄したため、部品・材料などの要素技術を含め

て一気に国際的に拡散し、部品事業の国際化に邁進

した韓国や台湾勢に略全ての事業基盤を奪われた。

その投資判断には負債による資金調達を回避しようと

するキャッシュフロー経営の維持や自社製品の“競争

優位性”に過度に拘った、その一連の技術戦略が影

響した。 

 

本組織では技術の事業化プロセスに焦点を当ててい

るだけではありません。これらの事例は経営的判断の

結果ですから、以下に列記するように、更に広い経営

的視点から技術立脚型経営を位置づけることも、また

可能です。 

①事業展開に関する視点が国内市場や既存製品に

限定されていた可能性 

②海外の競争企業の戦略を含む動向に関する推定

に甘さがあった可能性 

③市場規模が小さく見積もっていた可能性 

④事業化投資、特に設備投資に関する資金調達が負

債に依存し、それを極小化した可能性 

⑤技術開発の主導権(設備や部品など)に関する評価

に誤算があった可能性 

⑥技術による事業支配という戦略的リスクを斟酌でき

なかった可能性 

⑦日本の市場特性と海外の市場特性を見誤った可能

性 

 

この種の技術に関わる経営領域を、『技術立脚型経

営』と定義し、主として三つの機能を果たしたいと考え

ています。 

その第一は、技術経営課題の討議と研修活動で、そ

の場では経営課題の切り口として研究者による知見を

紹介するが、同時に経営の実務家による“生きた経営”

を俎上に載せ、経営の視点から参加者と課題提起者

とが議論する場を提供していきたい。 

第二は、研究活動で、技術の経営的視点での数多く

の未知な領域があり、研究チームを組織して、個々の

課題に関心を持つ人々が叡智を出し合い、いずれは、

本組織として報告書に纏めることを目標にしたい。 

そして第三は、研修活動と研究活動との成果を広報

活動を通して関心ある方々に公開し、より広い視野か

ら技術立脚型経営を高度化する一助のなればと、希

求しています。 

 

御関心のある方や興味を持たれた方々の本組織への

参加を期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1、Occupy Wall Street 

 資本主義が成熟し、リーダーたちが方向感覚を喪失

し、宇宙船『地球号』は難破船のように漂流し始めた。

米国金融資本主義が編み出した金融工学なる錬金

術によって、実体経済と遊離した、ドル紙幣を乱発す

る経済活性化政策は、リーマンショックにより破綻し、

米国国内にその被害は止まらず、日本、欧州や新興

国にまで多大な影響を引き起こした。 

それに繋がる欧州の経済危機はギリシャの国家破綻

に止まらず、欧州全域に暗い影を落としている。 

米国では、低所得者層の生命を保護するため、国

民健康保険制度を改定した結果、国家予算が大幅に

増加し、国債の借り入れ限度枠を増額しないと債務超

過に陥ってしまうオバマ政権。二十世紀世界経済を牽

引してきた欧米の二大市場が、失速し、失業者の増

大、賃下げに遭い、若者の怒りが爆発して Occupy 

Wall Street の抗議デモが発生した。製造業をはじめ、

他のサービス業に従事する労働者の賃金や雇用条件

が悪化する中で、金融関係者だけが高給を得ている

不条理に対する若者の不満が行動になって現れたも

のである。この抗議行動はニューヨークに止まらず、カ

リフォルニアや他の州にも、燎原の火のように拡大して

ゆくであろう。 

 日本でも小泉改革の名の下に、米国式グローバリゼ

ーション改革が推進された結果、正社員が激減し、い

わゆる「ワーキングプアー」と呼ばれる「派遣社員」が

急増した。国税庁が発表している民間給与実態統計

調査によれば、年収２００万円以下の労働者が給与所

得者の中の 30％/‘09, 22.9％/’10 と一千万人を越

えている。特に女性では 42.7％/‘10 と約半数がワー

キングプアー状態になっている。しかも、ワーキングプ

目覚めよ貨幣錯誤の害毒から	
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アーの大多数が、これからわが国を背負って立つ若

者であることを重く受け止める必要がある。また、日本

の職業安定所の職業斡旋のルールは、既に社会人と

して働いた経験者が、再就職をするための斡旋の前

提であり、学校を卒業して懸命に就職活動をしても職

を得られない新卒失業者は、キャリアーが無いため、

職業安定所の斡旋を受けることが出来ない。従って、

卒業時に正社員として就職できない人は、一生正社

員になれない。就活浪人は、ワーキングプアーとして

働くことになる。 

 聖徳太子の「和をもって貴と為す」日本人の国つくり

の精神からすれば、随分おかしな方向にぶれてきて

いる。 

 

1、 貨幣の功罪 

 古来、古今東西を問わず「金儲けは卑しい行為」と

みなされてきた。キリスト教でも、シェイクスピアのヴェ

ニスの商人のシャイロックに代表される強欲な商人を

いましめている。日本でも江戸時代の身分制度では、

商人は最下層の身分になっている。昔の賢人は、貨

幣の持つ魔力を喝破していたがゆえに「金儲けは卑し

い行為」として、人々が貨幣錯誤に陥らないように配

慮して来た。 

 交易の始まりは、物々交換であったが、交易の便宜

を図るため貨幣が誕生した。しかし、金、銀、銅貨であ

れ紙幣であれ、貨幣それ自体は、人間の生活に必要

な衣、食、住の助けにはならない。生活必需品の物々

交換のさい、物と等価の貨幣での取引を認める限りに

おいて貨幣の価値が生まれる。物と等価で交換が出

来ることが貨幣の功である。 

 貨幣を用いた交易に慣れてくると、貨幣に真の価値

があると錯覚し貨幣を増やすことに夢中になる。やが

て、貨幣の力で法を曲げ、より儲かる仕組みを作って

政治を私物化する。さらに、貨幣を増やすために他人

の物や他国のものを略奪する悪人に変質してゆく。こ

れが貨幣の持つ罪の部分である。欧米人による植民

地主義は、人類が犯した貨幣錯誤の大罪であり、金

融工学を駆使し、デリバテイブで投機的にお金を儲け

ている米国式資本主義は、貨幣錯誤犯罪の最たるも

のである。このことはいずれ歴史の審判が下るであろ

う。 

 

2、  資本主義の原点 

産業革命が勃発し、人々の生活必需品を安価で

提供できるという企業活動の功を認め、 

資本家が金儲けする卑しい行為が、神の教えの道で

あるとお墨付きを与えたのが、アダム・スミスの「国富論」

であった。A・スミスは、「資本家の金儲け行為は、社会

流動資本を増やし、これで国民を新たに雇用し、労働

者と失業者の精神的な差別を解消する限りにおいて

許される。」と断言している。企業経営は、ステークホ

ルダーのために金を儲けて、高配当することは、神の

教えに反する大罪であると明言している。今日、米国

式グローバル・スタンダード経営手法は、A・スミスが企

業経営にお墨付きを与えた経営路線から逸脱するも

のであり、これを継続すれば、やがて天罰が下される

日がやってくるであろう。 

 企業が儲けて納める税金や個人が納める税金も、産

業を発展させるための社会インフラを作り、企業業績

を上げることに使うことは良いが、その多くは流動資本

として企業の新たな雇用創出のために使わなくではな

らないと。明確に述べている。 

 税金の最大の無駄使いは、失業者救済や社会福祉

の名目で個人にばら撒くお金であり、国家のお金を個

人にばら撒いても、受給者の苦しみの真の救済には

ならないと断言している。社会福祉の支援を得ている

人が真に求めている支援策は、正規社員として雇用さ

れ、自分の力で働いて家族を養っていける生活環境

であり、ばら撒きのお金ではない。ばら撒きのお金で、

最低限の生命を維持する生活が出来たとしても、自力

で自活できない人として社会から蔑視される精神的な

苦痛は、解消されないため精神的な福祉政策になっ

ていない。ばら撒き福祉政策は、為政者の自己満足

であり、「私は国民のために一生懸命福祉政策をやっ

ています。」と宣伝し、選挙の票を集める選挙運動に

過ぎない。真の社会福祉政策は、国民全員に正社員

として働いてゆける雇用を提供し、現役で働いている

途中で天寿を全うする社会を実現することである。国

民全員が生涯現役で働きながら生活できる国が、本

当の社会福祉国家であり、国民が幸せな国家である。 

A・スミスの資本主義の原点は、実に単純明快である。 

（1）	
 企業は、人々の生活を便利にする製品、

システムやサービスを作って提供する。 

（2）	
 企業の利潤は、国家に納める税金と、社会

流動資本として新たな雇用を創出するた

めに使う。 

（3）	
 国家財政は、産業を発展させる社会インフ

ラの建設と、国民の雇用創出に使うべし。 

（4）	
 社会福祉は、個人救済の現金支給でなく、

正社員として自力で生活できる雇用の保

障である。 

（5）	
 企業活動で生じる経費の無駄と政治家が

使う税金の無駄を比べると、圧倒的に税金

の無駄使いが大きい。これを押さえ、雇用

を創出すれば、経済は活性化する。 

 

3、  経営環境の激変 

十八世紀英国で興った科学技術をベースにした産業

革命は、国力を強化する大きな力となり、以来、英米

が科学技術文明を武器にした国つくりの仕組みを作り、

世界を支配してきた。しかし、今世紀に入り、この仕組

みが制度疲労を起こし、英米型統治のやり方では、急

速に台頭してきている新興国を含めたこの星の持続

的発展を続けることが出来なくなっている。 

産業革命が始まったころは、地球上の天然資源は

無尽蔵にあり、これをふんだんに使ってよいものを作り
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販売することが世のため人のためになる経営と考えら

れていた。しかし、戦後日本が創出した品質革命によ

って、製造業の生産性が飛躍的に向上した結果、欧

米や日本市場では、従来、富裕層しか購入できなか

った高級品が、品質が向上しているにもかかわらず価

格が安くなり、中流層から下層の人々でも購入できる

ようになって、人々の生活水準は目覚しく向上してき

た。冷戦終結後、この恩恵は旧ソビエト連邦諸国や新

興国にも急速に拡大している。その結果、無尽蔵と思

われていた天然資源が枯渇する事態になり、７０億人

の地球人口を支えてゆくための食料、水やエネルギ

ーの確保、工業製品を作るためと人々の快適な生活

を保障する様々なレジャー商品を稼動させることによ

って生じる産業廃棄物による環境汚染問題等々は、こ

れまでの延長線上の経済活動やライフスタイルを継続

すれば、この星の生命体としての持続が困難な状態

になると予測されており、日本の伝統的な精神「もった

いない精神」を全人類が学び実践しなければならない

時代になった。 

 識者の予測に依れば、石油は後５０年、天然ガス、

石炭、原子力発電用ウランやトリウムも１００年くらいで

枯渇するそうだ。各種のレアメタルも今世紀中に枯渇

してしまう。また人間が生きてゆくために不可欠な水も、

現在の世界人口の伸び率からすると２０２５年ごろから

世界人口の 40％もの人々が水不足で苦しむ時代にな

ると予測されている。 

 現在の豊かな生活を支えている発電エネルギー源、

生活に不可欠な資材や製品を作る原料になっている

プラスチック類、各種デジタル情報家電製品を生産す

るために不可欠なレアメタル類や自動車をはじめとす

る各種輸送機器の燃料がなくなってしまったら、我々

の生活はどうなるのか、真剣に考えたら空恐ろしい未

来がすぐそこで待ち受けている。豪華客船タイタニック

号が氷山に衝突して沈没する前の船上の人々の暮ら

しぶりと、現在の我々の置かれた状況は酷似している。

唯一の違いは、タイタニック号には氷山の出現を予測

していた乗組員が皆無であったのに対し、今の宇宙

船『地球号』には、進路上に漂流する危険物を予測し

ているクルーが存在することである。進路上の危険物

が予測できていることは、実に有難いことである。課題

が分ればそれを皆で協力して解決すればよい。 

 X デーまでに、科学技術者の創意を結集し、政治家

と官僚と経営者ががっちりとスクラムを組んでこのグロ

ーブの持続可能な生存環境を確立すること、これが今

私たちのなすべき歴史上の使命です。この困難な課

題を克服する中心的人々は、理科系の人々である。

新たなイノベーションを成功させるには、ガリレオやニ

ュートンの時代から蓄積してきた科学的研究手法と無

か ら 有 を 創 造 す る 様 々 な MOT （ Management of 

Technology）手法を駆使することである。この歴史的

使命を担うリーダー達を育成するのが特定非営利活

動法人 技術立脚型経営研究会のミッションである。

この誇り高き歴史的な任務をともに果たしたい人は、

老若男女を問わずどなたでも活動の輪に参加してく

ださい。そして、ともに頑張りましょう。 

 

4、  これからの企業経営 

 今日の混乱の根本原因は、A・スミスが警告を発した

「貨幣錯誤」の誤りを世界のリーダーたちが犯している

ところに有る。人々を幸せにするものは「富」であって、

貨幣ではない。A・スミスは、富も貨幣も必要以上に持

ちすぎると不幸になる。と警告している。『衣食足って

礼節を知る』と格言にあるとおり、衣食が不十分な生

活状態では、家族の幸せはかなわない。国民が皆、

衣食が足るような雇用環境を作り出すこと、これが為

政者と経営者の果たすべき使命である。 

 衣食が足りたらそれで幸せかといえば、物質的な充

足のみでは真の家庭の幸せは来ない。礼節を知って

初めて心の平安が訪れ、家族の団欒が出来るのであ

る。 

 

新興国では衣食を足らせる経済活動が、 

先進国では礼節を身に着ける社会活動が、 

イノベーションでは枯渇する資源の代替手段の開発

活動が、 

サステイナブル活動では互いの個性、文化、宗教を

尊重した上での自然との共存共栄活動が、 

国際金融では貨幣錯誤を厳しく取り締まる国際ルー

ルと裁判制度の確立が 

国際平和では戦争に使う人・物・金をイノベーションと

サステイナブル活動へ転換する活動が 

これからの人類の幸せを維持してゆくために必要であ

る。 

 

ＩＴ産業の革命児ステイーブ・ジョブスが 56 歳の若さで

永眠した。彼こそはＭＯＴの実践者であり、新たな雇

用を生みだした、Ａ・スミスが理想とした企業経営者の

一人である。自分が創設したＡｐｐｌｅ社を、良かれと思

って招聘した貨幣錯誤に毒されたスカリに追い出され、

苦労の末に復帰して今日のＡｐｐｌｅ社に再生させた彼

の経営理念は、ＭＯＴを目指す企業経営者のよき手

本になるであろう。 
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最近、優れた技術を開発してもビジネスで成功しな

い企業が多い。日本企業には横並び思考があり、ひと

つの会社が新製品を出すと、他社から同等製品が矢

継ぎ早に売り出され、あっという間に価格競争となり赤

字に追い込まれる。成長市場として注目される中国で

も、日系企業は苦戦を強いられている。製品投入から

１，２年たつと超低価格の模倣製品が氾濫し、進出２，

３年でシェアが激減し赤字事業に転落している。その

結果、家電、ＴＶ、ＰＣ、携帯などのほとんどすべての

製品で日本企業の敗退・撤退が続いている。優れた

技術だけではグローバル市場で勝てないことを証明し

ている。 

一方、メディア処理や携帯通信技術のような分野で

は、技術難易度が高く、相互接続性が必須なため、技

術の根幹を抑えると長期間支配に成功している。

QUALCOM の３ＧチップやＭＰＥＧパテントプールは

その例である。 

この違いは、開発当初からのビジネスリーダーシッ

プと標準化への戦略に大きく左右されると思われる。

これまで、多くの日本企業が標準化をゴールと認識し

ていたが、本来はスタートと認識しなければいけない。

また、技術開発に当たり、どのような形でビジネスリー

ダーシップをとるかを明確にしておく必要がある。 

中国市場で製品が大幅にシェアを落とす中で、現

地製品に使用されるキーパーツの多くは日本製のよう

だ。たとえば、エアコンの製品シェアが低下する一方

で部品は大幅にシェアを拡大している。ノウハウの部

分をブラックボックス化すれば優位は確保できる。 

技術開発・標準化はあくまで事業競争力を高める

一つの手段であるが、国際標準化のみならず普及の

仕組み、継続優位を確保する戦略を担保していなけ

れば意味がない。 

多くの日本企業が苦戦しているとは言え、強い技術の

開発の重要性は言うまでもない。強い技術とは、機

能・性能・低価格を実現する技術が特許や国際標準

の枠組みで守られているものを言う。以下にこれまで

の国際競争と標準化プラットフォームの経緯を紹介す

る。 

 

デファクト標準が世界を席巻した時代 

（～２０００年） 

ＰＣやルーター、携帯電話に代表されるＩＣＴ産業の

技術開発と標準化プラットフォームに代表される。技

術開発とビジネス構造の変革を一対として考える戦略

である。これらの製品では、米国のベンチャー企業が

中心にコア技術を開発し、それまでの垂直型構造の

製品から水平型製品へ構造転換することで世界を支

配した。INTEL の CPU、Microsoft の OS、CISCO の通

信 OS がその代表である。彼らは、コンソーシアムや卓

越したアーキテクチャを創造しインタフェースを支配し

た。加えて、競争優位を継続するための上位互換実

現技術や OS のアップデート、新技術を持つ会社の買

収を間断なく継続した。その結果、ビジネスのリーダー

シップを米国企業が握ることになった。日本企業は単

なるアセンブリー企業となり、平均的に利益率が３％

低下したとの報告もある。 

 

ＷＴＯ合意によるグローバル標準重視の時代（２０

００年代） 

２００１年ＷＴＯのＡＴＢ協定が批准される。これは、

各国独自の国内標準を禁止するもので、画期的な国

際ルールの確立である。中国が後追いで自国の３Ｇ

携帯電話方式を無理やり標準に押し込んだことをみ

ても、その拘束力の強さがわかる。一方で、メーカ単

独での標準獲得が難しくなった面もあり、国家レベル

の争いの様相を呈している。 

近年、垂直型産業の典型といわれた自動車産業に

も標準化の波が押し寄せている。ソフトの急増により、

単独で開発することが難しくなったことや、ITS に見ら

れるように車同士や周辺インフラとの通信により安全を

確保することが必要となりつつあるからだ。ハード・ソフ

トの標準化部品の導入は、メーカでのＳＩや安全性の

担保が難しくなると予想され、標準化は車内 LAN や

OS、開発ツールなど限定的になるかもしれない。 

 

産業をまたがる複合化技術の標準化の時代（２０

１０年代半ば～） 

エネルギーの有効利用や地球環境の維持の重要

性が叫ばれている。その対応の一つとして、Smart city、

Smart grid など新しい社会インフラの構築、実証実験

が盛んである。社会インフラに関わる技術の標準化は

従来のような一つの業界に閉じた検討では決められ

ない。都市設計、電力網設計、ＩＣＴ、自動車、電子部

品などを総合的な検討、最適化が必要であり、国情に

よっても解が異なる可能性がある。こうした複合技術の

標準化は産業の枠を超えた検討が必要で、縦割りの

日本にとって試練とも言える。２０２０年と言われている

電気自動車（ＥＶ）の本格普及に合わせ、標準化機関

での議論が注目される。 

 

最後に、アップルの成功について紹介する。アップ

ビジネスリーダーシップと標準化	
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ルは端末・センター・メディアサービスを垂直統合し、

新しいビジネス優位モデルを構築した。単一業界を超

えたＩＴとメディアを融合した新しいプラットフォームで

仕様をブラックボックス化して支配した。ＨＭＩの技術

の先進性のみならず、ビジネスモデル創造の卓越さで、

オープン化が避けられないとの常識を覆した。今後の

標準化へ一石を投じたとも言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

激しいグローバル競争における日本製造業勝ち残り

の鍵はプロダクト・サービス・コンテンツ・システムイノベ

ーションを梃にした事業開発であると確信する。1970

年代初頭のバブル崩壊まで、日本の製造業は世界を

席巻したが、その原動力となったのは TQC,JIT等のプ

ロセスイノベーションであり、これを背後で支えたのが、

イノベーションによる生産設備の進化であったと言っ

ても過言ではなかろう。これにより、高品質と生産性が

達成され競争の原動力となったと言える。これは品質

に裏付けられた低コスト戦略として総括できるのでは

なかろうか。米国を中心としたグローバルな教育機会

の提供、IT の進化による先端情報の容易な取得によ

り、この二十年で先発企業と後発企業の技術格差が

短時間で消滅する時代となったことは明らかである。

加えて先進国と新興国の賃金格差、政府による企業

支援等も相まって、電気電子分野を中心に次々と競

争に敗れる事態となっている。筆者はその根底にある

のは、技術格差の短時間消滅にあると考える。日本製

造業の低コスト戦略による成長の時代は既に終わって

おり、戦略を意識することなく過去に成功した手法を

繰り返して成長を持続する道は絶たれていると考えざ

るを得ない。しかしこのような状況においても高いグロ

ーバル競争力を持つ日本企業が少なからず存在し心

強い限りある。これら企業の共通点は、規模の大小に

関係なく長い時間をかけて蓄積してきた基盤技術によ

り、競合とは一味も二味も違う顧客価値を提供する差

別化戦略にあるようである。この究極の姿は破壊的イ

ノベーションであると考えるが、規模を問わずグローバ

ル競争に勝ち残るためには、プロダクト、サービス、コ

ンテンツ、システムイノベーションを差別化戦略に立脚

して成し遂げることに尽きると考える。この方向に向け

て組織のベクトルを合わせていくためには、考え抜か

れたコーポレートビジョンが必須であると考える。ビジョ

ン実現のための経営方針、組織運営、人財育成、企

業文化・風土の在り方を、外部環境の変化を踏まえて

変革していくことにより初めて組織のエネルギーをイノ

ベーションに向けていくことが可能になるであろう。こ

のビジョンは競合他社とどう違い、従って経営の立ち

位置が競合他社とどう違うかが明確でなければならな

い。立ち位置の明確な違い、実行へのトップの揺るが

ない決意なきビジョンは、迫力がなく他社との横並びと

なり社員にとっても達成意欲のわかないただのスロー

ガンと成り果てるように思う。もっともインパクトのある破

壊的イノベーションは、そのアイデアを考えた個人ある

いは組織が可能性と価値を信じて挑戦して行くことに

より、初めて実現の可能性が期待できる確率的プロセ

スである。成功するとしても長い年月を要することは避

けがたく、持続して取り組める環境がなければ具現化

のプロセスは機能しないであろう。既存の技術価値の

新しい組み合わせ、場合によってはこれに新しい技術

価値を付加し、新しい事業価値・社会価値を創出して

いくプロセスなので、蓄積された基盤技術をサイロにし

まいこむことなく縦横に活用するとともに、他社との協

業も視野に入れた取り組みも可能でなければならない。

イノベーターの存在と共に、これが可能な風土と全プ

ロセスを的確に運営できるすぐれたリーダーの存在も

必須である。企業経営は短期成果と長期成果の絶妙

なバランスにより初めて持続的成果が得られると信ず

るが、後者は、しばしば前者の犠牲となることが多いの

も事実である。長期視点に立脚して基盤技術の持続

的強化・拡充を行い、同時に信念を持ってイノベーシ

ョンを推進するリーダーの育成に少しでも貢献できる

JCTM となるように微力を尽くしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビジョンはイノベーションに必須

か	
 
	
 

理事	
 	
 野津英夫	
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「自分が開発した優れた技術をビジネスにして、更に

は株式市場に上場したい」これは企業家の夢であろう。

この夢を実現するのに必要な資金を提供するために

ベンチャー・キャピタル（VC）が存在している。いま、こ

の VC が業界として死滅しつつある。 

 元々VC 専業であった JAFCO や日本アジア投資

(JAIC)の業績がここ数年振るわない。（JAIC は 2009 年

5 月から事業再生 ADR の過程にある）JAFCO は投資

の出口として IPO よりも戦略的な売却に活路を見出し

ている。東京海上火災系の老舗投資会社である東京

海上キャピタルは、2011 年から VC 投資チームを廃止。

米系大手投資ファンドであるカーライルは、2008 年に

は、日本での VC 投資から撤退している。  

 業界全体の数字を、日経平均が 2000 年以降の戻り

高値を記録した2006年から2010年までの推移で見て

みよう。(出典：財団法人ベンチャーエンタープライズ

センター（VEC）) 
 2006 2007 2008 2009 2010 
日経平均 

（ 年 末 終

値） 

17225 15307 8859 10546 10228 

IPO 件数 188 121 49 19 22 
 2005/4- 

2006/3 

2006/

4- 

2007/

3 

2007/

4- 

2008/

3 

2008/

4- 

2009/

3 

2009/

4- 

2010/

3 
VC 投資金

額 

（億円） 

2345 2790 1933 1366 875 

同 件 数

（件） 
2834 2774 2579 1294 991 

ファンド 

組 成 金 額

（億円） 

2816 1980 2740 848 474 

同 件 数

（件） 
70 44 39 23 15 

  

 

 

我が国の株価が低迷している状況を反映し、IPO の件

数は著しく減少。VEC では、「IPO を主要な投資回収

と収益実現の手段としてきた我が国 VC のビジネスモ

デルは、IPO 低迷で出口を失い投資資金回収が困難

を極めたことに加え、VC 自身の業績悪化により投資

は更に落ち込んだ」と分析している。 

 これは巷間言われている議論であるが、この議論に

は回答はなく、このままではだめだと言う結論で終わ

っている。この状況を打破するにはどうしたらよいので

あろうか。我が国の株式市場が本格的に回復してくる

まで打つ手はないのであろうか。 

 

【不正の三角形モデルを使って】 

 内部統制の分野では、「不正」が起きるには三つの

要素が必要だと言われている。「動機」と「機会」と「正

当化」である。以下の図を参照されたい。 

不正のトライアングル

正当化

・キックバックや袖の下を役員や上司が受けとっている

・残業しても手当なし

・会社への貢献に対し自分は冷遇されている

・過去に約束したことが守られていない

動機

・多額の借金を背負っている

・ギャンブル癖がある

・分不相応な生活を切り詰めることが

できない

・やくざに弱みを握られている

機会

・一人の人間が銀行印の保管と入出金を担当

・倉庫の管理者が商品在庫の記帳も担当

・営業担当者が顧客への請求と売掛金管理を

担当

・銀行の渉外係が顧客の印鑑と通帳を預かる

 

普通の人間は、動機と機会だけでは不正を起こさ

ないと言われる。不正をしても、他の人と比べてそんな

に悪いことをしているわけではないとか、このくらいい

いのだと自分を言い聞かせる行為なしには、不正に踏

み出しきれないそうである。 

 ベンチャービジネスに踏み出す理由は、この不正の

トライアングルのフレームワークで分析可能であろう。

自分で事業を興したいと言う旺盛な起業家精神（動機）

があっても、 

政府や VC からのサポート（機会）がなければ、一歩進

まないし、更に、他の成功事例を見聞したり、事業化

を親身にサポートし背中を押してくれる行為（正当化）

が必要である。 

 これまで政府がやってきたのは「機会」の強化策であ

った。官製ファンドで資本を、制度金融で優遇条件で

の貸出を提供してきた。今のところこれらの施策の効

果は殆ど無い。 

	
 

【死滅しつつあるベンチャー・キャピタ

ルという業界】	
 
監事	
 水島	
 正	
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ベンチャービジネス成功のトライアングル

正当化

・あの人が上手くいったのだから自分もきっと上手くいく

・自分の成功のために働き甲斐がある

・自分を力強く支えてくれる人たちがいる

動機

・独自技術がある

・部門で独立希望がある

・事業化が夢である

機会

・VCから容易に出資してもらえる
・部下と一緒にチームで会社から離れることが可能

・顧客の目途がある

・国や地方の公的サポートがある

 

 むしろ、今、起業家に必要なのは、「正当化」をサポ

ートできる実務経験に富んだ先達の後押しではない

か。 技術経営の経験に富み、それを自家薬籠中のも

のとし、その多様性を次世代に伝授してゆくのが、

JCTM の機能である。 

JCTM の機能を世の中に知らしめてゆくことが、日

本のベンチャービジネス活性化に不可欠だと筆者は

確信している。志を同じくする多くの皆さんの参加を期

待したい。         


